
総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会 

議事概要 

 

○ 日 時   平成３１年２月２８日（木）９：００～９：３２ 

○ 場 所   中央合同庁舎第８号館 ４階４１６会議室 

○ 出席者   上山議員、梶原議員、小谷議員、小林議員、橋本議員、松尾議員、 

        山極議員 

        （事務局） 

        幸田府審議官、中川審議官、佐藤審議官、柳審議官、松尾審議官、 

        堀内参事官 

 

○ 議題 イノベーションと科学技術の考え方について 

 

○ 議事概要 

 

○上山議員 おはようございます。 

 定刻になりましたので、只今より総合化技術イノベーション会議有識者懇談会を始めます。 

 本日は十倉議員が御欠席です。 

 本日の議題は公開で行います。議題は一つで、イノベーションと科学技術の考え方につい

て、まず意見交換をさせていただければと思います。 

 では、最初に小林議員の方から御説明いただきまして、討議に入りだと思います。よろしく

お願いいたします。 

○小林議員 ３週間前に、船田元先生が座長をやられている自民党の科学技術・イノベーショ

ン戦略調査会の基本問題小委員会で、基礎研究についてお話ししてきましたが、今日はそのた

めにまとめた資料を中心に話題提供をしたいと思います。プロフェッショナルの皆さんの前で

しゃべるのは中々やりづらいのですが、国会議員の方々の前に立つのとはまた雰囲気が違うの

で、少なくともデータをベースに、特にお互い共有した方がいいファクトについて、お話をさ

せていただきます。 

 まず、２ページをお開きください。今、企業の時価総額が本当に一対一で企業価値そのもの

なのかどうかはともかくとして、この平成の３０年間で、世界の企業の時価総額ランキングに



おける日本の地位が大きく低下した。これを見ていただくと一目瞭然なのですが、ちょうど３

０年前はＮＴＴが世界でトップ、それと多くの邦銀が入っていて、あとはアメリカのＩＢＭと、

石油系のエクソン、ロイヤルダッチシェルだけということで、正に「ジャパン・アズ・ナンバ

ーワン」でしたが、１０年前になりますと日本企業は完全に脱落してしまって、それでもまだ

世の中はＧＥなりロイヤルダッチシェルなり、製造、石油、通信、金融といった業態が上位ラ

ンキングに入っていた。これに対して今年の１月末を見てみますと、今やほぼＧＡＦＡとＢＡ

Ｔが占めていて、ほとんどがデジタルプラットフォーマー、それとインベスター系だけになっ

た。正にこうした時代になっている訳です。 

 それと、これは古いデータですが、日本が研究開発で最初はリードしていた製品でも、当初

のシェア１００％からあっという間にシェアを落としてしまって、お家芸だったはずの半導体

メモリ、ＤＲＡＭでさえ１０年ぐらいしてほとんど５％以下に下がってしまっているのですが、

他にフラットパネルディスプレイでも、太陽電池でも、ＤＶＤ、光ディスクでも、カーナビで

も、最近になればなるほどあっという間にシェアを落としてきているという現実があります。 

 ４ページの右の方を見ていただくと分かりますが、半導体も３０年前は日本勢がほとんど占

めていたのに、今では東芝メモリのフラッシュメモリが１０位に入っているだけと、こうした

レベルですし、軟Ｘ線とか、その辺のレベルの超微細加工についても、半導体製造装置はほぼ

オランダの独占を許してしまっている。５Ｇをベースにした関連技術においても比較劣位にあ

る。ある意味これが日本のものづくりの現状です。 

 ５ページを見ていただきますと、日本、米国、中国、欧州で、球の大きさがそれぞれの売上

高をあらわしていて、横軸が世界シェア、縦軸が世界のマーケット規模を示しています。日本

は「富士山」型といいますか、大きいのは自動車産業のみです。アメリカみたいに医薬品もあ

り、飛行機もあり、自動車もありという、様々な製品でシェアも売上高も大きいという「八ヶ

岳」タイプと比べますと、日本は本当に一本足打法になってしまった。 

 ただ、日本で一つ注目すべきなのは、数千億円クラスのマーケット規模なので売上高はそん

なに大きくないとはいえ、シェアが６０％とか５０％以上と非常に高い製品をたくさん持って

いるということです。８ページを見ていただきますと、特に部材とか素材、装置類で、マーケ

ット規模は小さいながらもシェアが５０、６０％以上と、まだ非常に健闘している。ここが一

つの今後に対する希望かなと感じます。 

 そうした意味で、９ページに「なくてはならぬ日本」という言葉を書きましたが、日本は世

界中が注目したり、大きなスケールのものでは立て続けに敗退を喫しているものの、部材なり



素材なり、目立たないところでは底力がある。この点をどう捉えていくかというのが一つの論

点になるのではないかと思います。一方で、１０ページにあるように、これは日経新聞から拝

借したデータですが、基礎的な研究開発分野では、今や少なくとも論文数は明らかに、おそら

く内容も含め、急激に中国に追い付かれ、追い越されてしまっているという現実がある訳で

す。 

 ここからは簡単に、民間企業が研究開発をどう進めてきたかということを御理解いただくた

めに、当社の事例を紹介したいと思います。１１ページ、当社は素材、機能商品、ヘルスケア

の３分野で事業を展開していて、連結売上収益が約４兆円、営業利益が３，５００億ぐらい、

研究開発には毎年１，６００億程度投入しています。 

 基本的な経営の考え方を１２ページにまとめておりますが、ＸＹＺの三軸で、三次元的に経

営しようというのを旨としておりまして、基本的にはＸ軸は儲ける軸といいますか、ＲＯＥ、

資本効率をいかに上げるか、Ｙ軸はいかに新しいイノベーションを創出するか、Ｚ軸は社会性

といいますか、例えばＣＯ２の削減とか、海水中のデブリに対してどう対応するかとか、そう

したかつてはＣＳＲと称され、今ではＥＳＧ投資とかＳＤＧｓなどと言われている方向性。こ

れら三つをどれだけバランスよく伸ばし、合成されたベクトルとしての企業価値をどれだけ大

きくしていくか、これを経営そのものだと考えてやっております。 

 ケミカルというのは、化学という学問名を産業名に置き換えている唯一の不思議な存在なの

ですけど、そうした意味で、例えば自動車会社とかビール会社とか、何をやっているか明快な

会社と違って、とりわけ当社のような化学会社は、何か「御旗」をつくらなきゃいけない。そ

こで、この「快適」という言葉をアルファベットで表記した「ＫＡＩＴＥＫＩ」を当社の御旗

にして、今は「ＫＡＩＴＥＫＩ Ｖａｌｕｅ ｆｏｒ Ｔｏｍｏｒｒｏｗ」というのをコーポ

レートスローガンにしています。 

 １３ページですが、サステナビリティとヘルスとコンフォートの３つをクライテリアにして、

これに合致しない事業はこれ以上やらない、新しい事業はクライテリアにふさわしいものにす

るということで、１４ページにあるように、十数年前から創エネ、省エネ、蓄エネのための有

機太陽電池とかＬＥＤ、リチウムイオンバッテリー、有機ＥＬ、軽量化部材として燃料消費を

抑える炭素繊維、生分解性があって海水中のデブリ問題を将来的に解決し得る植物由来ポリマ

ー、健康寿命延伸のためのヘルスケアソリューションなどに取り組んでいます。１０年以上ほ

とんど赤字続きというのが実態なのですが、それでもしぶとくこうした仕事を続けています。 

 相当アカデミアとのコラボレーションをやってきておりまして、例えば炭素繊維ですと山口



大学、ガリウムナイトライドはノーベル賞受賞者の中村修二先生がいらっしゃるＵＣＳＢ、Ｌ

ＥＤ関連では正にここにおられる橋本議員のＮＩＭＳと一緒に、赤色蛍光体で相当高いシェア

を実現していますし、有機系の太陽電池では東大の中村先生と組んでいます。リチウムイオン

バッテリーの電解液、有機ＥＬ、アグリビジネスでも相当多くの大学と協力してきました。ヘ

ルスケアソリューションでは、ｉＰＳとは違ったアプローチの「Ｍｕｓｅ細胞」で、東北大学

の出澤先生と緊密にコラボさせていただいています。 

 経営において事業そのものをどう考えていくかというのが次のページでありまして、いかに

この４象限で、育てる事業、今一番投資して成長させる事業、キャッシュカウの事業、撤退す

る事業を回しつつ、ここにＭ＆Ａを組み合わせて自社に足りない部分を導入するかがポイント

になります。この１０年間で新たに入ってきた事業が売上高で１兆５，０００億円ぐらい、撤

退した事業が６，０００億円ぐらいありますが、いかに新陳代謝を進めてポートフォリオを改

善し続けるかが経営の基本ではないかと思っています。 

 １６ページが売上げと利益の推移ですが、先ほど言いました三次元経営に対しては、スター

トしたときから、ＣＯ２の削減とかそうした社会性、公共性、僕はこれをマネジメント・オ

ブ・サステナビリティと呼んでいるのですが、サステナビリティにコストをかけると儲けが減

るだろう、社会性と収益性には逆相関があるだろうとずっと言われ続けてきました。しかし、

１７ページのようにデータを１０年近く積み重ねて見てきますと、サステナビリティなり社会

性の意識の高い組織は営業利益もしっかり出している、という正の相関がだんだん分かってき

ております。 

 １８ページ。最近の当社の最大の課題はデジタルトランスフォーメーションです。化学会社、

単なるメーカーといえども、やはりどれだけデジタル化、データ化するかというのが大きなポ

イントになるということで、ここ数年、社長ともども外部人材の招聘を進めています。当社に

もＡＩとかＩｏＴの分かる人やデータスペシャリストが数十人単位ではいるものの、全体をマ

ネージできる人間がいないということで、ここにもありますチーフ・デジタル・オフィサー、

チーフ・イノベーション・オフィサー、チーフ・マーケティング・オフィサーを全員外からリ

クルートして、会社を変えようとしております。あとは２０ページに少しまとめております

が、ベンチャーキャピタル機能を持つ子会社をシリコンバレーに立ち上げました。 

 これらの基本的な心というのは、この２２ページを見ていただきたいのですが、リアルなａ

ｔｏｍとインターネットを介したバーチャルのｂｉｔをどう組み合わせていくかというのが、

僕らメーカーにとっても今や最大のポイントになっていて、ものづくりというよりことづくり、



もっと言えば、マーケティングを含めた心の時代にまで入ってきているのではないかという経

営レベルの問題意識です。 

 大体１５分ぐらいでということでしたので、そろそろ終わりたいと思いますが、当社はＵＣ

ＳＢに２０００年代、約２０年間にわたって、毎年二、三億の金をはたいて、マテリアルサイ

エンスの共同研究をやっているのですが、アウトカムはほとんどゼロと言っていい。よくよく

考えますと総額５０億円ぐらい使っている訳で、日本の大学と組んだ方がよかったのかなと思

わなくもありませんが、どこと組んだとしても、こうした共同研究のアウトカムというのは

中々そう簡単には獲得できないなというのが実感です。 

 そうした意味では、先ほど申しましたように、マーケット規模は小さいものの、部材とか素

材とか部品類ではまだまだ日本が非常に強いので、ここをどう攻めていくかというのが大きな

課題だと思います。それを例えば材料設計でも、今までの計算科学流の演繹的なやり方という

よりは、機械学習的な帰納法的なやり方で大幅に加速するというように、デジタルテクノロジ

ーとどう結びつけて一緒にやっていくかというのも重要な課題だと思います。ビジネス全体を

どれだけデジタル化するか、センサとＩｏＴテクノロジーを使いながら、工場全体を保全も含

めてどれだけ高度化していくか、こうした、ものとデータが組み合わさる領域では、まだまだ

日本も十分勝ち得るのではなかろうかと思います。そのためにも、産学官の協働ということが

非常に大きなポイントになるのではないかと思う次第です。 

 以上です。 

○上山議員 ありがとうございました。 

 それでは、只今の御発表について御意見、御質問等ございましたら、議員からいかがでしょ

うか。 

○橋本議員 ２点ありまして、１点目は私が所属しております物・材機構も実は三菱ケミカル

の１，０００分の１ぐらいかも分かりませんけど、非常に同じような指向を持ったところをや

っておりまして、正に今日おっしゃったように材料はまだ強い。これはずっと言われていて、

今もまだ強いと。 

 しかし、小林議員はいつもおっしゃっているように、もうＧＤＰの時代ではないだろうと、

そうした時代において、社会全体がそうなっていくときに、どのようにして日本が強いと言わ

れている材料をそうしたところにつなげて、そうした新しい世界に持っていくかということで、

とても苦労といいますか、ものすごく頭をそこに集中的にやっているのですが、是非伺いたい

のですけど、ＫＡＩＴＥＫＩをずっと御社の場合、三菱化学さんの場合やっているのであれな



のですけど、そこからサービスを生み出すというのは、まだ小さいような気がするのですよね。

素材の強いところ、機能性材料で勝っている。だけど、それではいかんと、こちらの方に行か

ないといけないとずっと言っておられる訳で、その辺の会社における方法論は秘密でしょうか

らあれとして、国全体として見たときにどのように、大学においても実はそうした構造になっ

ているのですね。素材系といいますか、もともとあるところがベースにあって、しかし新しい

ところの学科なり何なりはありますが、そこは結構離れていて、うまく回ってない。どのよう

に政策的にそこを引っ張っていったらよいと思われますか、お考えがあったら是非伺いたいと

思います。 

○小林議員 だから、理念というのは絶対に御旗といいますか、これは当社で言えばＫＡＩＴ

ＥＫＩ、国家で言えば何か分かりませんけど、そうした柱というのは絶対共有するべきものは

持つべきだと思いますけど、ほとんど儲けはどこから来ているかというと、４０年、５０年来

のテクノロジーなのですよね。当社が今儲かっているのは、これは信じられないのですけど、

コークスをベースにした炭素化学なのですよね。 

 あとＭＭＡ、これは一品で１，０００億円も儲けちゃって、これはメチルメタクリレートと

いうこんなの古いテクノロジーなのですが、イギリスのＩＣＩとかでデュポンから買い込んだ

一酸化炭素とメタンとエチレンからつくる、そうした高分子原料なのですが、アクリル系と並

び、あるいはポリカとやった樹脂の一つなのですけど、そうしたもので儲けている間に、とに

かく何かやろうといって、１０年か２０年来やっているのですが、先ほど申しましたように、

１４ページを見ていただくと分かりますけど、こんな考えてみれば、これは１２年前から始め

たかなり具体的なプロジェクトとして始めてきて、儲かっているものはほとんどないのですよ

ね。 

 だから、いかにベーシックリサーチ、これはベーシックリサーチとはとても思えないのだけ

ど、アプリケーションでさえマーケットを開発して、お金を儲けるというレベルに来ているも

のは、炭素繊維は４０年あっていまだに赤字なのですよ。東レさんは黒字なんだけど、帝人も

うちも、恐らく帝人さんも赤字だと思いますよ。当社は今年かなり炭素繊維は自動車関係が中

々立ち上がらないというのがありまして、或いはゴルフのカーボンシャフトなんて一銭も儲か

らないという、こうした世界ですよね。 

 ガリウムナイトライド、これも十何年来、このきれいな結晶をつくろうということで、シリ

コンカーバイドの次はこれだろうということでやってはいるのですが、これも毎月２億の赤

字、ＬＥＤは少し儲かっています。赤色は儲かっていますけど、有機太陽電池なんて、こんな



のは十何年、これこそ軽いので、シリコンの太陽電池と違って、半透明な窓ガラスに使えるの

ではないかということで、これもペロスカイトへいく前、東大の中村先生ともずっと共同開発

をやっていますが、一向に駄目。植物由来も先ほど申しました。確かに、最近でこそ海洋のプ

ラスチックデブリを減らそうということで、バイオディグラダブルということで注目を浴びて

いるのですが、サンプルだけくれというのが多くて、これも一銭も儲からない。 

 リチウムイオンバッテリー、これは電解液でしっかり儲けているのですが、中国勢に今は物

すごい勢いで追い越されそうになってる。有機ＥＬも気がついたら三星とＬＧに完敗してしま

った。 

 植物工場とか、このアグリは中国を含め、色々なところとコラボしながら黒赤トントン、ヘ

ルスケアに至ってはほとんど大赤字と、こうしたのが現実で、新しい事業を開発するというの

は、本当に確率が低いということを思いながら、いかに耐えるかということではないかと思っ

ていますけど、ですから大学とのコラボも、これは大学の先生にしたって相当ベーシックなこ

とをやっていただきながら、こちらもマーケットなりコストをいかに下げるかという、そうし

たところを１０年、２０年では中々物になる事業は少ないという覚悟を決めてやるしかないな

と、こう思っていますけど。 

○橋本議員 関連して、少し本質的なのですがよく小林議員がおっしゃっているスクラップ・

アンド・ビルド、これは会社は今日の話でも随分やっておられて、でも大学も、私のいるＮＩ

ＭＳもほとんどできなかった。私は実はスクラップ・アンド・ビルドを今やっていて、ものす

ごく大変な思いをしてやっているのですが、ものすごいお金のかかる作業だなということはと

てもよく分かって、逆に言うとスクラップ・アンド・ビルドのためにお金を投資するというこ

とを今やっているのですね。 

 ある部分今できつつあるのですけど、それにしても極めて難しくて、でもこれはやっていか

ないといけないのに、大学はもっと難しいと思います。私たちより多分１，０００倍ぐらい難

しいのではないかと思うのですけども、でもやらなければいけないです。それに対して、何か

コメントがあったら是非いただきたいのですけど。 

○小林議員 やめるというのは、始めることよりはるかに難しいですよね。始めるのは誰でも

できるのだけど、やめることを想定しながら始めなきゃいけないという部分もある。とにかく、

ぐるぐる回さなきゃ駄目です。駄目なものはとにかくやめる。そのためには新しいものを入れ

なきゃならない。経営というのは結局そうしたことではないかと思いますけど、当然犠牲者も

出ますし、お金も思った以上に掛かる。新たなことを始めるより、やめる方がはるかに金が掛



かります。 

○山極議員 今の問題に関連して、例えば大学だと、研究所とかセンターとか、そうしたとこ

ろは方向転換を割としやすいのですよ。大学院とか学部とか持っていると、講座制であれば、

例えばこの学問分野というのは、あまり先行き良くないよなと思っても、学生をどんどん入れ

て存続を図るというストラテジーがある訳ですよ。そうした先生にとっては、これは教育が重

要なんだと。たくさん学生が学んでいる以上、中々廃止はできないですよ。そうした難しさが

あって、小回りが利かないのですね。 

 だから、もう少し突っ込んで聞きたいのは、この分野を撤退するといったときに、人を回す

とおっしゃったけど、どういうふうに回しているのかということですよね。 

○小林議員 だから、格好よく言えば事業ポートフォリオを回しているように見えるのだけど、

実は社内失業者を作っているという現実もあるのですよ。それは時間を掛けて退出してもらう

しかないので、その人たちを色々なところに散りばめるしかない訳ですよ。タイムラグがあり

ながら、できる社員を残しつつ、徐々にリストラしていくということです。 

○山極議員 だから、結局定年を待つしかないというのは、ものすごい時間が掛かる訳ですよ。

例えば理工系の講座などは、その人がいなくなったらすっかり閉鎖するということをルール化

しているところもある。だから、定年になればまた違う分野の人を教授としてとってくるとい

うことになれば回転がある程度早いのだが、難しいです。 

 

○上山議員 本当は定年制がない方が回転は速くなるのです。定年制があると、そこまで待と

うとなる。定年制がないと、厳密な評価で、成果によって人事を動かすということがある意味

可能になるのです、逆説なのですけど。 

○山極議員 その場合、やめさせられればいいよ。 

○上山議員 やめさせる手段はいっぱいありますか。 

○橋本議員 ないのですよ。今は現状においてはないのですよ。 

○山極議員 それは中々ないですよね。 

○小林議員 だから、新規テーマを課して、それができなきゃやめてもらうみたいな方法を考

えないと駄目かもしれない。 

○山極議員 会社だったら、その分金を使わないということができるかもしれないけど、大学

の場合にはその人のやっていることを変更させるというのは難しいですよ。 

○小林議員 人類の知識、知恵はどんどん増えていく、百科事典は増える一方だから、放って



おけば本質的に大学は膨らむ一方になりますよね。 

○山極議員 １９８０年代、７０年代にいっぱい色々な研究所ができた訳ですよ。それを統合

させて、新しい分野に向けて組織替えをする。それはできる訳です。その時にかなりドラステ

ィックな人の入れ替えをやるということが可能。 

○小林議員 新しいものは界面で生じますから、当然みんなインターンディシプリナリーです

よね。だけど、残った百科全書派をどうするかというのは確かに難題で、経済的に見れば何の

意味もない訳でしょうから。 

○上山議員 １点聞きたいのですが、今の話で、サステナビリティと営業利益は実は相関して

いるという話は、これは本当に面白いなと思ったのですけど、ここに来てから思うことはある

のですが、ちょうど政府全体を考えたときに、我々がやっているＲ＆Ｄ、つまり国における科

学技術関係というのは、企業におけるＲ＆Ｄ部門みたいなものだと思うのですよ。 

 そこに資金を入れて、どれぐらい利益が出るかと考えたときに、企業が組織全体として利益

を出すということと、政府全体としていい成果を出すということは、似ているような感じがす

るのですが、そうした企業経営者の目で御覧になって、政府におけるＲ＆Ｄと全体の動きとい

うのは、何かお考えになることはありませんでしたか。 

○小林議員 それこそ研究開発というのは一貫してやっていかなきゃ駄目だと思うのですよ

ね。アカデミアに２割ぐらいの自由度を付与しつつも、本気で国家戦略と国家の研究開発戦略、

イノベーション戦略を符合させて当然しかるべきだし、そうしないと、結果として成功確率は

低くなるはずです。 

 社会性が高くて議論もきちんとしている意識が高い組織というのは、リーダーがそれなりに

方向性を明確にしている。だからこそ儲けることができる。当社の例はそうしたエビデンスだ

と思うのです。単に偶然当たるということはなくて、しっかり理念を持って方向性を明確にす

ることが本質的な組織の強みになるのではないかという気がします。 

○松尾議員 今、社内の中で中々人材がいないので、外から持ってくるというお話だったので

すけど、今それをやられてどれぐらい期間がたっているのか、分かりませんが、その効果はい

かがですか。 

○小林議員 昔の話になりますが、当社は２０００年代初頭にＭＩＴの教授をＣＴＯに迎えた

のですよ。そうしたら結果としてネガティブ効果ばかり出てしまったのでやめてもらったとい

う苦い経験もあるのですが、それでも色々トライアルを続けていて、最近ですとチーフ・デジ

タル・オフィサーに元ＩＢＭの人に来てもらうなどしていますが、まだ二、三年しか経ってい



ないのですね。色々精緻に解析、検討して、色々人材を動かしてはいるけど、結果が出るのは

あと三、四年待たないと、というレベルだと思います。 

○松尾議員 社内にいい意味での刺激といいますか、成果は。 

○小林議員 それは間違いなく刺激になりました。何を今さらメーカーがそんなデジタルデー

タをどうこうしなくちゃならないのかとか、ＩｏＴなんていったところでうちの工場は十分自

動化されているよとか、そうした思いを持っていた社員がかなり意識改革を迫られて、やらな

きゃいけないという雰囲気にはなっていますね。 

○上山議員 ありがとうございました。 

 ちょうど３０分を過ぎましたので、これで最初の議題を終了とさせていただきます。どうも

ありがとうございました。 

 関係府省及びプレスの方は御退席をお願いいたします。 

 


